令和　　　年　　　月　　日
公益財団法人京都産業２１　殿
所属機関名又は事務所名：　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者氏名：　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
令和４年度中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業
（京都府よろず支援拠点）コーディネーターに係る応募申請書
令和４年度中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（京都府よろず支援拠点）コーディネーターについて、下記の書類を添えて応募いたします。
記
（１）履歴書（顔写真付き、様式任意）

（２）コーディネーター応募申請書（様式１）　
（３）暴力団排除に関する誓約書（様式２）
　
（様式１）
コーディネーター応募申請書
本様式は、コーディネーター応募者自身に記入していただく様式です。適宜行数を増やして頂いても構いません。

※の項目については、本応募に関する連絡先を記載してください。

	ふりがな
	事務所名

	氏　　名
生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	
	役　職

	
	

	※住所：〒

	※電話番号：

	※メールアドレス：

	（１）京都府よろず支援拠点コーディネーター応募の動機について
　　




	（２）コーディネーターとなった場合に本事業に従事可能な日数について
週　　　程度、年間　　　日

	（３）支援分野について　　主に対応可能な業種及び経営課題の専門分野（複数回答可能）
　　　　業　　種　　　

専門分野　　　売上拡大　　経営改善　　事業再生　　創業　　事業承継　　

　　　　　　　　　　　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（４）上記業種もしくは経営課題に対応可能とご自身が認識する根拠を記載ください。



	（５）京都府よろず支援拠点のコーディネーターとなることは、あなたの支援者としてのキャリアの

中でどのような位置づけと意味をもちますか？



	（６）よろず支援拠点事業は国の事業であり、中小企業庁より「他の支援機関が対応できない経営相
談対応」という高い質と成果が求められる事業です。相談対応の質と成果についてどのように考えますか？


	（７）よろず支援拠点事業は国の事業であり、発足にあたり中小企業庁がロールモデルとしたのはf-bizおよび板橋区立企業活性化センター事業です。この2つの事業に共通しているのは、徹底して「相談者目線に立つ」という理念です。あなたにとって「相談者目線に立つ」とはどのようなことでしょうか？


	（８）京都府よろず支援拠点は、上記中小企業庁の方針に沿い、且つ実施機関である（公財）京都産　
　　　業21及び京都府内の他の支援機関・金融機関と連携し成果を出す経営相談を行う事業です。
他の支援機関等との連携のあり方についてどのように考えますか？

	（９）経営支援実績　
直近３年以内で講師をされたセミナー実績があれば記載ください。

①セミナー実績（年次　テーマ　主催者など一覧表示で記載ください）
　②セミナー参加者の感想や主催者の評価はどのようなものでしたか。　

　　
　　

　※現よろず支援拠点のコーディネーターの方は拠点活動におけるセミナーでも結構です。

	（１０）直近３年以内の支援実績のなかで革新的な成果をあげた事例を記載ください
※他に公表することはありませんが、秘匿事項は記載頂かなくとも結構です。
　現よろず支援拠点のコーディネーターの方は拠点活動における支援事例でも結構です。
①支援先企業情報（企業名は記載不要）
業　種

企業規模　　資本金　　　　　従業員数　　　

②自身が行ったアドバイス内容や支援

③相談者がどのように実行したか。

④結果どのような成果に結びついたのか。

⑤連携した支援機関　　　　　




（様式２）
令和　　年月日
公益財団法人京都産業２１　殿
申請者住所（郵便番号・事務所所在地）
申請者氏名（申請者氏名）　印
暴力団排除に関する誓約書
令和４年度中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（よろず支援拠点コーディネーター候補）を応募するにあたり、当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、以下のいずれにも該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
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